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Heaving of the surface viscous layer lying on the permeable soil deposit at the toe of levees has occasionally been 
caused due to water pressure during flooding. However, there have been few cases of researching remedial methods 
to reduce water pressure applied to surface clay deposits under levees and to verify their effect. Therefore, Large-
scale centrifuge model tests were performed to verify the effect of countermeasures for uplift pressure to heaving. In 
the large-scale centrifuge model tests, a pervious toe trench and sheet pile with drain were installed in the vicinity of 
the toe of levees as a countermeasure. The height of the bank was 10m. By the experiments, the situation that the high 
water pressure occurred in the bottom side of the thin impervious stratum were produced. As a result, the effect of 
countermeasures were confirmed by the experiments. 
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１． はじめに 

 
河川堤防の沿川の堤内地盤の表層に被覆土層が堆積し

ている箇所では，洪水時に河川水位が上昇すると，河川

水が透水層内の水圧を高め，表層を膨らむように変形

（盤膨れ）させ，表層の最も抵抗の小さい箇所を突き

破って土粒子を含む水を噴出させる．本論文では，これ

ら一連の現象を“盤膨れ”と称する．“盤膨れ”は多く

の河川で見られ，利根川，矢作川，阿賀野川，阿武隈川，

長良川，淀川，吉野川1）〜3）などが代表的である．平成

23年７月新潟・福島豪雨における阿賀野川右岸11.7kp付

近の法柳地先4)においても盤膨れにより基盤漏水が生じ

ている．これらの被災では，水防活動等により決壊等の

重大な被害に至ってはいないものの，堤内側に漏水・噴

砂を発生しており，平成13年9月に発生した台風15号に

よる利根川右岸堤防5）の盤膨れ被害は，江戸川右岸・利

根川上流右岸の首都圏氾濫区域堤防強化対策事業が実施

される契機にもなっている． 

盤膨れは堤防の基礎地盤に砂礫等による透水層が堆積

し，透水層の上層が細粒土等による薄い不透水性の層で

覆われている河川の沿川で発生しやすい．一般に河川沿

川の沖積層（完新統）の堆積土砂は透水性が高い場合が

多い．特に，旧河道は粒径の大きい砂礫や粗砂がゆるい

状態で満たされていることが多く，盤膨れが生じやすく

なっている1), 6), 7)． 

河川堤防の盤膨れに対する安全性照査は，『河川堤防

の構造検討の手引き』8）に基づき，堤内地盤の表層が粘

性土層（層厚３ｍ未満）の箇所について行われている.

河川堤防において盤膨れに対する安全性は，被覆土層の

重量（G）と被覆土層底面に作用する揚圧力（W）の比

（荷重バランス）で照査されている.また，河川堤防で

はないが，掘削土留め工の仮設工事における盤膨れ照査
9）〜11）では，被覆土層の自重に加えて，土留め工壁面と

の摩擦強さや被覆土層の粘着力を見込んだ照査が行われ

ることもある. 

河川堤防の盤膨れに対する安全性照査の結果，安全性

が所要の安全性（G/W＞1.0）を下回った場合は，所要の

安全性を満足するための堤防強化対策が必要である．盤

膨れに対する堤防強化対策として，これまでに川表側か

ら堤体直下の基礎地盤への浸透水を遮る対策8) が実施さ

れている．川表側の対策工法としては，川表側の堤防の

り尻部付近から基礎地盤に向けて遮水矢板を打設して，

地中の連続壁として浸透水の流入を抑制する川表遮水工

法や，川表側の高水敷の表面を難透水性の材料に置き換

えることで透水層への浸透経路長を長くして，漏水量を
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低減するブランケット工法1),12),13)に施工実績がある．こ

れらは，対策工の規模が所要の安全性を満足するよう，

飽和・不飽和非定常の浸透流解析によって水圧低減効果

を確認し，設計・施工されてきたものである． 

一方，アメリカ工兵隊の技術基準14)においては，盤膨

れ対策として，ブランケット（Waterside Blankets）工法，

押え盛土（Landside Berms）工法に加えて，川裏側で被

覆土層を貫通する形で基礎地盤からの浸透水を抜く透水

トレンチ（Drainage Trench）工法について，定常流に対

しての設計例が明示されている． 

盤膨れに対策する川裏側の対策工法としては，図-1に

示す砕石による透水トレンチ工法や排水機能付き矢板工

法15)，有孔管工法など様々なものが考えられ，土木研究

所においても，これまで筆者らによって，実物大の模型

実験などにより対策工の効果が検証され，対策工の有効

性が明らかにされてきた16）〜21）． 

しかし，既往の実物大の模型実験では高さ1.25mの堤

防を対象としており，既往の盤膨れの被害の多くの事例

が高さ5mを上回る程度の大きな堤防で見られている点に

鑑みると，高さ5mを上回る程度の規模の堤防を模擬とし

た実験によって，対策工の効果を検証する必要があった．

このため，本研究では，土木研究所内の大型遠心力載荷

試験装置を使用して，高さ10mの堤防に対して，洪水時

に堤防の川裏側で盤膨れが生じる浸透場を発現させ，対

策工の盤膨れに対する効果を検証した． 
 

２．本研究で対象とした揚圧力対策工 

 
 本研究で対象とした揚圧力対策工は，河川堤防の川裏

側の堤内地盤が薄い難透水性の被覆土層で構成されてい

る箇所に，被覆土層を貫通する形で対策工を施工し，洪

水時に被覆土層下面に生じる揚圧力を地上へ緩やかに抜

くことで，効果を期待するものである．図-1に透水トレ

ンチ工法の横断形状のイメージを示す．透水トレンチは

地盤の深さ方向に設置する砕石層14）であり，図-1に示す

堤体のり尻直下の位置以外に，堤内地盤側へ設置するこ

とも可能である．排水機能付き矢板は，鋼矢板に液状化

対策として過剰間隙水圧を消散させるための排水部材が

付帯されたものである15）．どちらの対策も透水層内が

密閉して，水圧が大きくならないように，川裏側に地上

への排水口を設ける対策であるが，対策工の排水口と透

水層との接続部には必ずフィルター材料を付設して“洪

水時に緩やかに水を抜く”とともに“水を抜いても，土 

   
 

 

 

 

 

図-1  透水トレンチ工法の横断形状のイメージ 

表-1  盤膨れの発生シナリオ（フェーズ 1 〜4 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粒子は抜かない”ことを対策の基本とした． 

盤膨れの発生シナリオは，河川水位の上昇に追随して

進行する表-1に示すフェーズ1〜4の順と考えられる．洪

水によって河川水位が上昇すると，透水層内の自由水面

が移動する非定常流が生じ，堤防付近の透水層内の飽和

度が増加する（フェーズ1）．また，透水層内の飽和度

の上昇とともに空気圧が被覆土層下面に作用することも

考えられる．堤防付近の透水層が飽和すると，河川水に

よる水圧が被覆土層下面に伝播されやすくなる．平常時

から地下水位の高い集水地形や，裏のり尻下に粘性土等

の難透水層が分布する行止り地盤では透水層の貯留量が

周辺より小さいため注意が必要である．被覆土層下面の

水圧が小さい段階では，堤防付近の飽和度が高まっても

被覆土層に膨れ上がりは生じない（フェーズ2）．その

後，河川水位の上昇の継続，透水層の貯留量の満杯など

により被覆土層下面の水圧が増加すると，被覆土層が膨

れ上がり始める（フェーズ2と3の境界）．その後は，被

覆土層と透水層の間に水や土粒子が入り込み，被覆土層

の変形が顕著になる（フェーズ3）．最終的には，被覆

土層が破れて，圧力開放とともに漏水や噴砂が発生し，

断面の欠損につながる（フェーズ4）．本研究における

揚圧力対策工は，洪水時に被覆土層下面に生じる揚圧力

を地上へ緩やかに抜くことで，表-1のフェーズ3に至る

河川水位外力を高める効果を期待するものである． 
 

３．実験条件・方法 

 
実験は土木研究所の大型動的遠心力載荷試験装置によ

り行った．模型スケールで幅1,500mm, 奥行き300mm, 高

さ500mmの大型土槽の中に基礎地盤，堤防および対策工

等の模型を作製し，50Gの遠心加速度を与えた状態で洪

水時の盤膨れに関する浸透実験を行った．なお, 以降に

示す数値は, 特に断らない限り全て実物スケールに換算

した数値として表すこととする． 

実験は無対策を1ケース，対策（透水トレンチ，排水

ﾌｪｰｽﾞ 横断形状
被覆土層
下面
の水圧
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3
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に追随し
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開放とと
もに低減

P

P

P
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機能付き矢板）を2ケースの計3ケース行った．模型の形

状は対策工部分が変化する以外は無対策も含めて，全

ケースで同一とした．堤防高は10mの大堤防を模擬し，

被覆土層の厚さは2mとした．変位計は天端のり肩1点と

堤内地側に5m間隔に6点の計7点設置した．間隙水圧計は

被覆土層下面の直下と5m以深および壁付近に計28点設置

した．使用材料の物性値および粒径加積曲線を表-2およ

び図-2に示す．なお，間隙流体には水を使用した． 

ケース1（無対策ケース）の横断形状および平面形状

を図-3，図-4に示す．基礎地盤は透水層の上に薄い難透

水性の被覆土層が堆積する盤膨れが生じやすい土層構成

とした．基礎地盤の透水層は8号硅砂（透水係数ks 

=9.13×10-6m/s）を締固め度Dc =95％（盛立て厚1cm：実

寸）で作製した．被覆土層は層厚2mのカオリン粘土（透

水係数ks =8.44×10-10m/s：湿潤密度=1.662g/cm3）を

遠心圧密により作製した．遠心圧密では堤体の荷重相当

の上載圧3.6kN/m2を重錘載荷板により土層に一様に与え，

被覆土層を堤体の過圧密状態とした．また，堤体は霞ヶ

浦粘土（透水係数ks =4.23×10-7m/s）を締固め度Dc 

=90％（盛立て厚2cm：実寸）で作製し，冷凍により形状

を固定させてから，圧密後の被覆土層の上に設置した． 

ケース2（透水トレンチケース）およびケース3（排水

機能付き矢板ケース）の横断形状を図-5に示す．対策工

の透水トレンチには3号硅砂（透水係数ks =1.89×10-

3m/s）を使用するとともに，カオリン粘土や堤体との境 
   

表-2  使用材料の物性値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  使用材料の粒径加積曲線 

界には吸出防止材（不織布：厚さ0.1mmかつ有透水性）

を設けた．排水機能付き矢板の平面形は実際には鋼矢板

の台形が波型に連続するが，実験模型では簡便的に直線

状に模擬した．排水部材の設置間隔は，VL型相当の矢板

を想定して1ｍに1箇所とした．排水部材の正面の開口率

（2%），平面の空洞面積（100cm2：実寸の外径で3mm×

1.5mm）は，市場に存在する製品を参考に作製した．開

口部は透水層へ貫入する1mの範囲とし，各排水部材に実

寸でφ =1.9mmの穴を3箇所ずつ削孔した．また，排水部

材への土粒子の流入を防止するためのフィルターとして

不織布（透水トレンチケースの吸出防止材と同様のも

の）を外側から接着した． 

実験では，無対策を含む全3ケースについて，給水タ

ンクの水位を上昇させることで堤体および基礎地盤の水

圧を増加させ，変形や水圧変化を確認した．実験前に給

水タンクの水位を被覆土層上面で固定し，被覆土層を含

む基礎地盤全体を飽和させ，実験の初期条件とした（以

降の水位は，被覆土層の表面位置を0として表現する）．

基礎地盤の飽和後には，土槽を大型動的遠心力載荷試験

装置に搭載して50Gの遠心加速度を与えた状態で給水タ

ンクの水位を上昇させた．排水タンクは被覆土層上の排

水のみで，透水層と排水タンクの間には直接の水の出入

りがない（排水タンク壁面は被覆土層の上面に開口があ

る以外は不透水）条件とした．堤内地側に溜まった浸出

水は排水タンクへ流下させ，堤内地盤上の水位を地表面

に固定した．実験の水位上昇時には，地盤の変形状態を

備え付けカメラで目視確認するとともに水位上昇時の間

隙水圧，変位を計測した． 
    
 

 

 

 

 

 
 

図-3  ケース1（無対策）の横断形状 
 

 

 

 

 

 

図-4  ケース1（無対策）の平面形状 
 
 

 

 

 

 

 

 

図-5 透水トレンチ,排水機能付き矢板の横断形状 
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４．実験結果 

実験の結果，対策工の水圧低減効果と対策工の排水量

に応じて盤膨れ抑制効果が異なる傾向が把握された． 

まず，実験結果として，対策工の水圧低減効果を把握

するために各ケースの外水位2m，4m，7mに対する水位と

変位の関係を整理する．水圧の測定位置は被覆土層の下

面直下であり，水圧のゼロ点は水深2mの水圧を受けてい

る常態（被覆土層の表面位置と水位が同一の状況：外水

位0m）である．外水位2mに対するのり尻からの距離と水

圧・変位の関係を図-6に示す．3ケースとも外水位2mに

対する変位は殆ど生じていない．無対策のケースでは，

のり尻位置では水圧が15.4kPa，のり尻から25m離れた位

置では水圧が13.1kPaであり，堤防から離れるに従って

徐々に水圧が小さくなっている．一方，対策工を施した

ケースについては，対策工を設置したのり尻位置の水圧

が最も小さくなっている．ケース２（透水トレンチ）で

は8.87kPa，ケース３（排水機能付き矢板）では10.7kPa

であり，それぞれ同位置の無対策の水圧と比較して，

58％，69％となっている． 

次に，外水位4mに対する水圧・変位の関係を図-7に示

す．変位について，無対策の膨らみが顕著であり，のり

尻から5m，10m離れた位置で，22.1mm，19.1mmの変位量

となっている．これに対して，対策工を施したケースの 
     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-6 外水位2m時点の各ケースの水圧・変位の関係 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
            

図-7 外水位4m時点の各ケースの水圧・変位の関係 

変位量は3mm以下に収まっている．無対策のケースでは，

のり尻位置の水圧が23.0kPa，のり尻から25m離れた位置

の水圧が19.7kPaであり，堤防から離れるに従って徐々

に水圧が小さくなっている．透水トレンチのケースでは，

のり尻から0m，25m離れた位置の水圧が13.7kPa，

14.4kPaとそれぞれ無対策と比較して59％，73％となっ

ている．これは，外水位4mに対して，透水トレンチの排

水能力が十分であったことを示している．一方，排水機

能付き矢板ケースでは，のり尻位置（19.0kPa：無対策

の82.6％の値）やのり尻から5m離れた位置（16.9kPa：

無対策の82.9％の値）において水圧低減効果が確認でき

るものの，のり尻から10m離れた位置においては，水圧

が19.2kPa（無対策の95.2％の値）に増加している．こ

れは，外水位4mに対して，排水部材の排水能力が限界に

近づいているためと考えられる． 

さらに水位が上昇した，外水位7mに対するのり尻から

の距離と水圧・変位の関係を図-8に示す．変位量は，無

対策では16.6cmに到達するとともに，排水機能付き矢板

ケースにおいても7.5cmに達している．透水トレンチ

ケースでも変位量は1.8cmであり，膨らみつつある状況

が確認できる．透水トレンチのケースでは，のり尻から

10m離れた範囲では無対策よりも水圧が軽減されている

ものの，のり尻から10m以上離れた箇所では，概ね回復

している．のり尻から0m，5m，10m，25m離れた位置の水

圧はそれぞれ19.5kPa，20.6kPa，20.7kPa，20.2kPa（無

対策の80.1％，94.3％，96.7％，97.5％の値）である．

これは，外水位7mに対して，透水トレンチの排水能力は

限界に近づいていることを示している．一方，この段階

では，無対策と排水機能付き矢板のケースはほぼ同様の

水圧分布となっており，のり尻から0m，5m，10m，25m離

れた位置の水圧はそれぞれ23.7kPa，22.0kPa，21.6kPa，

21.4kPa（無対策の97.2％，100％，101％，103％の値）

である．これは，外水位7mに対して，排水部材の排水能

力が限界に達しているためと考えられる． 

以上の実験結果より得られる各ケースの外水位と水圧

の関係を図-9に整理する．外水位は給水タンクの水位で 
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

図-8 外水位7m時点の各ケースの水圧・変位の関係 
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あり，水圧は各ケースで最も被覆土層の変位が大きく

なったのり尻から10m離れた位置における被覆土層下面

の水圧である．図内の補助線は水圧と水位が同一の関係

を示している．勾配は透水トレンチが最も緩く，無対策

が最も急である．対策工を施した場合に勾配が緩くなる

要因は，対策工自体から水が抜けることで，水圧が上が

りにくくなるためと考えられる．ここで，排水能力が大

きく，基礎地盤から地上へ抜ける水の量が多い対策工ほ

ど，水圧を軽減していると考えられる．どのケースも水

圧が19kPaを下回る段階では，外水位に対して比例して

いる．一方，水圧が19kPaを上回るとどのケースも折れ

点が生じ，その後，勾配が緩やかになっている．この折

れ点は被覆土層が膨らみ出す水圧と対応している． 

図-10に各ケースの水圧と変位の関係を示す．水圧はの

り尻から10m離れた位置における被覆土層下面の水圧，

変位はのり尻から10m離れた位置における被覆土層表面

の変位である．どのケースも水圧が19kPaを下回る範囲

では変位が小さいが，19kPaを上回ると変位が急上昇し

ている．これは，図-9の勾配の折れ点と同様の傾向であ

る．図-9の外水位・水圧の関係および図-10の水圧・変位 

の関係を鑑みると，被覆土層が19kPaを上回る水圧を受

けて変形する際に，被覆土層は水圧に対して降伏してい

ると考えられる．ここで，地表面の膨らみは，降伏した 
      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 各ケースの外水位と水圧の関係 
     
 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

図-10 各ケースの水圧と変位の関係 

被覆土層が浸透水の影響を受けて変形し，被覆土層と透

水層の間に浸透水が入り込むことによる現象と想定され

る．河川堤防の基礎地盤の盤膨れに対する安全性は，

『河川堤防の構造検討の手引き』10)に示される被覆土層

の重量と被覆土層底面に作用する揚圧力の比で照査され

ている．被覆土層であるカオリン粘土の自重は概ね

13kN/m2である．本実験では，自重の約1.5倍の19kPaの

水圧が被覆土層に作用し始めてから被覆土層が降伏し，

地表面に膨らみが生じている．このため，自重に被覆土

層の粘着力や壁面摩擦力等の他要素を加えた19kPaが本

実験における被覆土層の耐揚圧力であったと推察される． 

また,本実験で計測した給水タンクへの給水量や給水

タンク内の水圧から，排水量と水圧低減効果の関係を整

理した．図-11に流量測定の模式図を示す．遠心力載荷

試験装置の外部に設置した加圧タンクから給水タンク内

に水を流入する仕組みである．加圧タンクからの流入量

は，給水タンク内の水位上昇分と模型土層への流入分に

分けられる．この関係を整理すると式(1)となる．このう

ち，QinとQout 1は計測を行っているため，対策工からの

排水量を求めることができる．ここに,Qin：加圧タンク

からの流入量（流量計の計測値）, Qout 1：給水タンク 
   

Qin ＝ Qout1 ＋ Qout 2 ・・・・・・・・・（1） 

 

 

 

 

 
 

図-11 流量測定の模式図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 各ケースの外水位と排水量の関係  
 

 

 

 

 

 

 
                  

図-13 各ケースの水圧と排水量の関係 
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の水位上昇相当流量（間隙水圧計の計測値から換

算）,Qout 2：対策工からの排水量．図-12に実験時の排

水量と外水位の関係, 図-13に排水量と堤防ののり尻か

ら10m離れた位置の被覆土層下面に生じる水圧の関係を

それぞれ示す．排水量は単位奥行き当たりとして, 計測

値から土槽の奥行き15mを除して表記している．なお，

実験の水位上昇開始時の外水位が低い段階で，排水量の

初期値が負値のケースもあるが，実験施設の機構を踏ま

えると，対策工から給水されることはないため，水位上

昇開始時の給水タンク内の水位（Qout 1の根拠）の乱れ

等の影響と考えられる．双方の図から,排水量と外水位

の関係，排水量と水圧の関係は概ね線形の関係にあると

ともに，本実験の条件においては，透水トレンチの方が

排水量が大きく，水圧低減効果も高いことが分かる．こ

のため，対策工は同一外水位に対して，排水量が大きい

ほど水圧低減効果も高くなる傾向にあると考えられる．  

５．まとめ 

 本研究では, 河川堤防の揚圧力対策として河川堤防の

のり尻付近に対策工を設置した大型遠心模型実験を行い, 

水圧低減効果を検証した．無対策，透水トレンチ，排水

機能付き矢板の3ケースについて洪水時の浸透実験を

行った結果，対策工の水圧低減効果と，対策工の排水能

力に応じて効果を発揮可能な最大水位差が異なることが

確認された．透水トレンチを設置したケースでは，外水

位との比高差2m，4m，7mに対するのり尻位置の被覆土層

下面に生じる水圧が，無対策の58％，59％，80％に低減

された．排水機能付き矢板を設置したケースでは，同水

圧が，無対策の69％，83％，97％に低減された．対策工

から排水される流量の測定結果からは，排水量と外水位，

水圧が概ね線形の関係にあるとともに，同一外水位に対

して排水量の大きい対策工ほど水圧低減効果が高まる傾

向が把握された． 

洪水時の浸透実験を行った3ケースの外水位と水圧，

水圧と変位の関係を整理した結果からは，どのケースに

おいても19kPaを上回る水圧がのり尻から10m堤内地側に

離れた位置の被覆土層の下面に発生すると，地表面の変

位が上昇し始めることが明らかになった．被覆土層であ

るカオリン粘土の自重は概ね13kN/m2である．このため，

自重に被覆土層の粘着力や壁面摩擦力等の他要素を加え

た19kPaが本実験における被覆土層の耐揚圧力であると

推察される． 

洪水時に堤内地盤が盤膨れにより一担膨らみ始めると，

被覆土層と基礎地盤の間に水が溜まるため，水圧は殆ど

増加せずに変位が上昇し続けることとなる．このため，

洪水時に被覆土層がフェース3にならないように対策工

の規模を必要とされる排水量に応じて最適化することが

重要と考えられる．対策工には様々なものが考えられる

が，堤防高や現地条件に応じて，適用性の範囲が変化す

ると考えられる．今後は，詳細に検討を進め，設計法を

確立していく必要がある．加えて，川裏対策工の実施・

維持管理の段階では，堤体内水位等の現地観測22)を併せ

て実施し，効果を確認するとともに，データを蓄積して

いくことが望ましいと考える． 
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